
○ 民生委員による証明の中に
は、情報連携など他の方法に
より可能なものがあるのでは
ないか。

○ 同じ行政手続であっても、
民生委員による証明を求める
内容が行政機関により異なっ
ているのではないか。

■ 民生委員・児童委員（以下「民生委員」という。）は、地域での生活や福祉全般に関する相談対応･支援、地域福祉活動、訪問
など、社会福祉増進を図るための活動をしている。これらの活動は、地域における孤独・孤立など社会構造の変化の中で、ます
ますその重要性が増すと考えられる。

■ 民生委員の活動の一つに、いわゆる証明事務がある。民生委員による証明事務とは、国の通知等や地方公共団体独自の規定等
により、行政手続に際し第三者による事実確認が必要な場合に、民生委員が、対象者の世帯状況等について事実確認した結果を
書類に記し、署名することである。

■ 証明事務は、民生委員が担当地域の住民の生活実態等を十分把握している前提に立っており、地域の人間関係が希薄化してい
る現代では、内容によっては事実確認が困難である等、互いに面識のない民生委員及び住民双方に負担となっている場合がある
ことから、証明事務の見直しが必要と考えられる。

■ 行政相談において、証明事務として生計同一等の証明を求められ、負担になっているとの相談が民生委員から寄せられている。
民生委員の全国団体は、証明事務について、「真に民生委員の確認・証明が必要であるのか、また、その内容はどこまでのもの
なのかについて、各行政機関において…見直し検討を行うことが望ましい」としている。

調査テーマ案：民生委員・児童委員による証明事務に関する調査

○ 国の通知等による証明事務の
一部について、地方分権改革の
提案募集をきっかけに、民生委
員以外の者による証明等が可能
であることが明確化されたもの
がある。また、社会福祉領域の
活動とは考えられないとされる
ものもある。

○ 地方公共団体で、民生委員に
よる証明が住民団体からの要望
により廃止となったものもみら
れる。

○ 現場における証明事務の実態
については必ずしも明らかに
なっていない。

○ 民生委員による証明事務について、府
省、地方公共団体及び民生委員（関係団
体を含む。）を中心に以下の項目を調査
し、民生委員及び住民双方の負担軽減に
つながる方策や各種手続の負担軽減の参
考になる情報の提供を検討

・ 民生委員による証明が必要とされて
いる行政手続の種類及びその理由

・ 同じ行政手続について、民生委員に
よる証明の要否や証明を求める内容が
行政機関により異なる場合、それらの
理由等

・ 証明事務における民生委員及び住民
の負担の状況

現 状 調査の方向性想定される課題

調査の背景



＜別紙1＞民生委員制度の概要
委嘱者等 民生委員法（昭和23年法律第198号）に基づき厚生労働大臣から委嘱（第5条第1項）される非常勤の地方公務員（児童福

祉法に定める児童委員を兼ねる）
定数 全国で240,548人（令和5年3月31日時点）

• 厚生労働大臣の定める基準を参酌して、市町村（特別区を含む。以下同じ）の区域ごとに、都道府県の条例で定める
（民生委員法第4条第1項）。

• 厚生労働大臣が定める参酌基準は、「民生委員・児童委員の定数基準について（通知）」（平成25年7月8日付け雇児
発第0708第9号、社援発0708第7号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長連名通知）により規定
①東京都区部及び指定都市：220世帯～440世帯ごとに1人、②中核市及び人口10万人以上の市：170世帯～360世帯ごとに1人
③人口10万人未満の市：120世帯～280世帯ごとに1人、④町村：70世帯～200世帯ごとに1人

委嘱数 全国で227,426人（令和5年3月31日時点）
推薦要件
(委嘱条件)

市町村の議会の議員の選挙権を有する者のうち、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、且つ、社会福祉の増進に熱意の
ある者であって児童福祉法（昭和22年法律第164号）の児童委員としても適当である者（民生委員法第6条第1項）

任期 3年（民生委員法第10条）
職務 （民生委員関係：【参照】民生委員法第14条第1項第1号～5号、第2項）

• 住民の生活状態を必要に応じ適切に把握しておくこと。
• 援助を必要とする者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるように生活に関する相談に応じ、
助言その他の援助を行うこと。

• 援助を必要とする者が福祉サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その他の援助を行うこと。
• 社会福祉法に定める福祉に関する事務所その他の関係行政機関の業務に協力すること。(民生委員法第14条第1項第5号) 等
（児童委員関係：【参照】児童福祉法第17条第1項第1号～6号、第2項～3項）
• 児童及び妊産婦につき、その生活及び取り巻く環境の状況を適切に把握しておくこと。
• 児童及び妊産婦につき、その保護、保健その他福祉に関し、サービスを適切に利用するために必要な情報の提供その
他の援助及び指導を行うこと。

• 児童福祉司又は福祉事務所の社会福祉主事の行う職務に協力すること。 等

費用 • 給与は支給されない（民生委員法第10条）※実費弁償費（活動費）は受ける
指揮
監督

• 民生委員・児童委員は、その職務に関して、都道府県知事の指揮監督を受ける。（民生委員法第17条第1項、児童福祉
法第17条第4項）

• 市町村長は、民生委員に対し、援助を必要とする者に関する必要な資料の作成を依頼し、その他民生委員の職務に関
して必要な指導をすることができる。（民生委員法第17条第2項）

• 市町村長は、前条第一項又は第二項に規定する事項に関し、児童委員に必要な状況の通報及び資料の提供を求め、並
びに必要な指示をすることができる。（児童福祉法第18条第1項） 2



＜別紙2-1＞民生委員１人当たりの活動状況（令和４年度実績）
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【都市部】
（東京23区・指定都市）

【町村部】

２２０～４４０世帯 ７０～２００世帯

＜相談・支援＞

【担当区域】

【活動内容】
＜調査・実態把握＞

＜行事・会議等への参加＞

＜地域福祉活動＞ ＜定例会・研修等＞

【連携】 【支援】

＜証明事務＞ ＜訪問＞

総活動件数：年2,608万件

15.4件

16.1件

33.8件 26.0件

146回1.6件

21.6件

行政・社協・学校・
地域包括支援センター
・社会福祉施設 等

民生委員・
児童委員協議会

（注） 「民生委員・児童委員について」 (厚生労働省)をもとに作成

〈証明事務〉の件数
では、訪問回数や困
難度などは表れない
ことに留意



＜別紙2-2＞民生委員の活動状況の推移
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（出典） 「民生委員児童委員の活動状況の推移＜活動件数総数＞」 (厚生労働省)



＜別紙2-3＞民生委員の活動状況の推移（活動内容別）

約36万件
（約2％）

R4:合計約2,608万件

5
（注） 「民生委員児童委員の活動状況の推移＜活動件数総数＞」 （厚生労働省）をもとに作成



＜別紙2-4＞年間１人当たり民生委員の活動件数（活動内容別）
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（注） 「年間１人当たり民生委員の活動件数（活動内容別）」（厚生労働省）をもとに作成



＜別紙3＞民生委員による証明事務の例
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関係制度 証明内容
就学援助制度 要保護及び準保護児童生徒の認定に関する証明（世帯票の作成等）
国民年金、厚生年金 配偶者または18歳未満の子がいる場合で、同一世帯でない場合の生

計同一に関する証明
健康保険（協会けんぽ） 被扶養者に関する異動届提出に際しての無収入、生計同一に関する

証明
労災保険 遺族補償給付（一時金、年金）請求時の生計同一に関する証明
児童扶養手当
特別児童扶養手当

児童養育の事実、事実婚の解消、婚姻によらない懐胎等に関する証
明

独立行政法人日本学生支援
機構奨学金制度

償還猶予申請に際しての生活保護受給中、入学準備中、無職等に関
する証明

生活福祉資金貸付制度 借受世帯の生活実態の証明
不在住証明 登記義務者がその登記記録上の住所に居住していないことの証明(注2)

（注1） 本資料は、 「これからの民生委員・児童委員制度の活動のあり方に関する検討委員会報告書（平成30年3月） 」 (全国民生委員児童
委員連合会)をもとに作成

（注2） 全国民生委員児童委員連合会は、「これからの民生委員・児童委員制度の活動のあり方に関する検討委員会報告書（平成30年3
月）」において、不在住証明について、「福祉行政への協力という民生委員の役割を超えるものと考えられる」と指摘している。

証明事務として、民生委員に証明が求められているものの例
（市町村によって取り扱いが異なる） (注1)



＜別紙4＞児童扶養手当等における受給資格証明の見直し＜令和5年地方分権提案＞
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（注）「全国こども政策主管課長会議 令和6年3月」 資料(こども家庭庁成育環境課)等をもとに作成

＜児童扶養手当・特別児童扶養手当＞
○ 児童扶養手当は、父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促
進に寄与するため、手当を支給し、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される手当。

○ 特別児童扶養手当は、精神又は身体に障害を有する児童について、児童の福祉の増進を図ることを目
的として支給される手当。

○ 手当の請求時等において、父母の事実上の婚姻解消や児童と別居の場合等について、民生委員・児童
委員等による証明書が必要。

＜提案内容＞ 神戸市等
○ 民生委員が担当区域内すべての住民の生活実態を把握することは困難であるため、児童扶養手当、特
別児童扶養手当をはじめ、法令や通知等に「民生委員の証明」が必要と記載があるものについては、そ
の記載を削除することを求める。

＜対応＞ 令和５年12月22日 閣議決定
○ 児童扶養手当及び特別児童扶養手当の受給資格確認に係る民生委員の証明事務については、民生委員
の事務負担の軽減に資するよう、以下のとおりとする。

➤ 証明事務については、民生委員以外の者による証明等が可能であることを明確化し、地方公共団体に
令和５年度中に通知する。

→ こども家庭庁（支援局家庭福祉課）及び厚生労働省（社会・援護局障害保健福祉部企画課）は、令和
5年12月26日付けで、「児童扶養手当及び特別児童扶養手当の受給資格確認に係る証明事務等につい
て」を都道府県主管課に通知し、他の方法による証明等が可能であることを明確化


